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間伐材製品証明書の例
  

グリーン購入法への対応についての提案 
――間伐材製品証明書の発行―― 

 
平成16年度のグリーン購入法特定調達品目として、「製材等」が指定されることに伴い、

材等を調達する国等の機関に対し、当該製材等が間伐材等を原材料としていることを証

しなければならない。 
そこで、全木連としては、次のとおり証明書発行の仕組みを整備すると共に、間伐材製

の供給について提案する。 
なお、この証明書の発行に関する手続きについては、発注者側の意向を聞いたものでは

く、あくまでも特定調達品の供給者側である木材業界が、グリーン購入法の趣旨に添っ

考えた証明方法の提案である。従って、工事発注者等の了解を得て始めてこの方法が有

になることを理解されたい。 
 
． 製材等のグリーン購入法特定調達品目指定の概要 
建築工事の大項目「資材」の中に「製材等」という項目を立て、この中の品目として

「製材」、「集成材、合板、単板積層材」の 2 つが明記されることになる。 
それぞれの判断基準は、製材が「間伐材、林地残材又は小径木」となっており、集成

材等は「①間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材又は小径木の

体積比率が 10％以上あること。②居室の内装材にあっては、ホルムアルデヒドの放散

が平均値で 0.3mg／l 以下かつ最大値 0.4mg／l 以下であること。」とされた。 
  

． 間伐材製品の供給とその証明 
 都道府県木（協）連は、間伐材製品の入手の方法について建築工事の発注者に対し周

知するとともに、その証明は、次のいずれかの方法で行うことを機関紙、業界紙、HP
等で公表し、理解と協力を求める。 
１） 製材・加工工場が証明書を発行し、納入業者を通じて発注者に提出する。 
２） 間伐材製品を常時出荷することができる製材・加工工場、流通業者のリストを、県

木連等の団体の HP で公表しておき、工事発注者又は資材納入業者に周知しておく。

証明書は、求めに応じてこれらの製材・加工工場、流通業者又は県木連等の団体が発

行する。 
３） 間伐材製品であることを証明するため全国森林組合連合会が運営している「間伐材

マーク」を添付した製材を、間伐材マーク使用認定工場又は一般の流通市場から購入

する。 

． 都道府県木（協）連の指導 

 



  都道府県木（協）連は、証明書を発行する者に対し、以下のとおり指導すること。 
（１） 上記（１）の場合 

製材･加工工場は、原材料となる間伐材等が、他の丸太と混材しないよう管理し、

これを原材料とした製材であることを製材・加工工場自らが証明する。 
この場合、当該間伐材等のトレイサビリティー確保のため、信頼の置ける素材生産

業者又は原木市場の発行した間伐丸太証明書を保管しておく必要がある。 
 
（２） 上記（２）の場合 
   各都道府県木（協）連において、既に地産地消運動の一環として県産材認証制度等

によって工場認証が実施され、そのリストがHP に掲載されている場合には、その中

で間伐材製品の供給も可能であることを各工場に自主申告させ、HP 上で公表するこ

とによって対応する。 
   この場合、証明書の発行は、製材･加工工場、流通業者又は県木連等の団体が行う

ことになるが、その手続きについてHP 上に公表し、工事発注者の理解を求める。 
 
（３） 上記（３）の場合 
   「間伐材マーク使用規定」を運営しているのは全国森林組合連合会であり、間伐材

マークの使用に当たっては、都道府県森連を通じマーク使用の認定を受ける必要があ

る。発注者が、間伐材マークを添付した材を求めている場合は、早急に必要な手続き

を取るよう指導する。 
 

４． 留意事項 
  以上を実施する際次の点に留意されたい。 
（１）以上の証明書の発行に関する手続きについては、木材供給側が発注者側の意向を忖

度して提案するもので、発注者側の了解を得たものではない。従って、工事発注者へ

の周知と理解を得る方法については各自でご検討願いたい。 
（２）建築工事発注者にとっては、グリーン購入法に基づく特定調達品目の調達は義務で

はないので、間伐材製品がグリーン対象商品であることを知らない場合もある。そこ

で間伐材製品の利用拡大と併せて安定的供給体制について PR することが必要である。 
（３）また、傘下組合員に対しも、グリーン購入法に基づく間伐材製品の販売には証明書

の発行が必要であることを十分周知するとともに、発注者の求めに応じて直ちに間伐

材製品が供給できる体制を整備するよう指導する。なお、証明書の発行にあたっては

別紙１の「間伐丸太証明書（案）」及び別紙２の「間伐材製品証明書（案）」を参考に

されたい。 
（４）間伐材製品を需要に応じて調達できない事態が発生した場合、あるいは証明書が発

給されない場合は、全木連又は都道府県木（協）連に連絡するよう関係省庁を通じて

出先機関、都道府県、その他に連絡する予定なので、対応方よろしくお願いする。 
（平成 16 年 4 月） 

 



別紙 1 

間 伐 丸 太 証 明 書  
平成  年  月  日 

 
下表の材は、間伐により生産された丸太であることを証明します。 

 
間伐を実施した場所  ○○郡△△村××地区  
 

椪 番 樹 種 径 級 長 級 本 数 材 積 

No100-001 ヒノキ 14 以下 3m 20 本  0.8m3 
No100-002 〃 〃 4m 40 本 2.2m3 
No100-003 〃 16～20 3m 30 本  
 〃 22～28 6m 25 本  

 スギ 14 以下    
      
                                  

出荷先  ○○原木市場     市日  平成 16 年 3 月 日    
 
購入業者  （株）G 山製材所   
 

 

証明者  A 森素材生産業             

代表者  代表  A 森 B 男  印  
              〒    住所            
            Tel         Fax         
            E-mail address               
 
 
注１：本書は、丸太が森林整備のために実施される間伐により生産された材であることを証明する

ものです。 
注２：本書は、間伐を実施した素材生産業者、森林組合等が発行し、当該材を購入した製材、加工

工場に手交するものです。 
注３：本書は、間伐箇所ごと、購入業者ごとに発行します。 
注４：本書を受取った製材、加工工場は、他の取引に必要な証拠書類と共に保管しておき、求めに

応じて提示しなければならない。 

 



 

別紙２ 

間 伐 材 製 品 証 明 書  
平成  年  月  日 

 
下表の製材は、次の間伐材等を原材料とした製品であることを証明し

ます。 
 

間伐材等の購入先  ○○原木市場（株）  
 
材 種 樹 種 寸     法 規  格 本数又は材積 

柱  ヒノキ 10.5cm×10.5cm×4m JAS 1 級 20 本  
母屋角 スギ 9.0cm×9.0cm×3m － 40 本 
垂木 スギ 4.5cm×4.5cm×3m － 30 本 
     

     
                                  

建築工事名  C 公民館建設工事 工事発注者  D 県開発公社  
 
工事請負業者  E 建築株式会社 資材納入先  F 木材建材店  
 
納入場所   建設現場     納入年月日 平成 16 年 3 月 20 日 

 
 

証明者 （株）G 山製材所            

代表者 代表取締役 G 山 H 夫   印  
             〒    住所             
            Tel         Fax         
            E-mail address               
 
注１：本書は、グリーン購入法における特定調達品目である製材が間伐材等を原材料として製造さ

れたことを証明するためのものです。 
注２：本書は、間伐材を原材料として製材を生産した製材・加工工場等が発行するもので、公共事

業の建築の請負業者又は納材業者に手交するものです。 
注３：本書は、建築工事ごと、荷口ごとに発行します。 
 


